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（通所介護）
都市部における在宅介護現場での

生産性向上好事例
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（訪問介護）

都市部及び一般市における
在宅介護現場での生産性向上好事例
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会社概要

• 株式会社ケアリッツ・アンド・パートナーズ

• 創業；2008年7月

• 代表者; 宮本剛宏

• 売上; 174億円(2023年度実績)

• 社員数; 3245名(パート含む)

• 所在地；東京都新宿区新宿4-1-6

• 事業内容; 

• 介護事業  

→ 訪問介護234事業所・通所介護4事業所・短期入所2事業所・居宅介護支援9事業所・有料老人

ホーム1棟・サ高住1棟

• ITシステム開発事業

→ 株式会社ケアリッツ・テクノロジーズ社として分社化
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サービス提供責任者が記入した提供票と事
務が出力した提供票の読み合わせを実施

生産性向上❶記録・請求業務の電子化 (1)一般的な請求フロー

提供票をFAX

シフト作成後、ヘルパー
に連絡(電話か、紙を渡
す)

サービス提供責任者

サービス実施

記録票記入後、
事業所に記録票持ち帰り

【利用者宅】

ヘルパー訪問

【ケアマネ事業所】

一致 不一致

【訪問介護事業所】

提供票に記入後、事務に記
録票を渡す

事務

記録票のサービス情報を、請求ソフトに入力
し、突合用の提供票を出力

提供票をFAX
サービス提供責任者やヘルパーに
確認後、必要に応じて記録票を
書き直し、再度持って来てもらう
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生産性向上❶記録・請求業務の電子化 (2)一般的な請求フローにおける課題

シフト、記録票、提供
票の三重記入

記録票を請求ソフトに
入力するのが手間

読み合わせに時間が
かかる

詳 細

• 予定通りに訪問した場合、シフ
ト＝記録票＝提供票記入とな
るにもかかわらず、それぞれ別で
作成しているため、三重に記入
している

• 東京都内だと、訪問介護の
月次平均売上は約300万
円、1事業所あたりの月の
記録票枚数が約770枚に
なる

• 記録を手書きにすることに起
因するミスが多く、読み合わ
せによる確認作業が必要

• ケアマネがはじめに送ってき
た提供票に記入したものを
返信するという慣習

課題

シフトと請求ができるソフトと、

それをヘルパーに連携できる

アプリがあれば解決できる

ヘルパーがアプリで記録を入

力し、請求ソフトに連動でき

れば事務による入力作業は

なくなる

アプリで、実績が予定と異

なるときのみヘルパーが修

正することで、入力ミスを大

幅に減らすことが可能。ケア

マネは自身が送った提供票

でなくても業務可能
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生産性向上❶記録・請求業務の電子化 (3)ICT導入のプロセス

導入スケジュール
策定

機能開発・確認

先行導入

先行導入結果確認

全体説明会開催

• 機能の詳細把握や開発にかかる期間も考慮しながら、全社導入までのスケジ
ュールを策定（概ね3か月～1年を想定）

• 請求業務や記録業務の実務詳細を把握している各部署の責任者を集め、機
能の詳細に関する打合せを複数回開催

• 2～3事業所で、先行導入を実施。旧システムと併用とし、業務全体が滞りなく
置き換えられるかを確認

• 先行導入期間(概ね3か月)を踏まえ、全体導入実施の可否を判断

• 各事業所の管理者全員に、説明会を実施。各事業所の管理者を事業所単位
の導入責任者とし、事業所内のスタッフに説明を実施

全体導入
• 全社での導入を実施し、各事業所で問題が発生しないかを逐次確認

導入後の課題確認

• 導入後、「導入前よりも時間がかかってしまう業務」等の課題を抽出し、機能追
加等の改善案を検討

13



生産性向上❶記録・請求業務の電子化 (4)ICT活用後の請求フロー

提供票FAX

ソフト上でシフト作成後、
ヘルパーに連絡(アプリ連
携)

サービス提供責任者

サービス実施

アプリ上で記録入力

【利用者宅】

ヘルパー訪問

【ケアマネ事業所】

一致 不一致

【訪問介護事業所】

サービス提供責任者や
ヘルパーに確認後、必
要に応じてシフトを修正

ソフトがシフトデータとアプリ入力の
内容を突合後、請求データとして確
定

事務

※ケアマネも同じ請求ソフトを
活用している場合には、FAX
ではなくデータ連携することで
更なる事務削減になる

請求ソフトから出力した
提供票をFAX
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生産性向上❶記録・請求業務の電子化 (5)ICT活用によるメリット

各事業所でのサービ
ス提供責任者の事
務負担軽減

コスト削減

事務員の負担軽減

詳 細

• 予定があるのに実績がない、予定がないのに実績がある、時間や
サービス区分が変更されている、等のエラーについては、提供票の
チェックをしなくても把握することができる
• 予定（シフト）と実績（記録票）が一致しないものについ
て、ソフト側でリストアップする仕組み

• 紙の記録票がなくなるため、これまで大量に購入していた記録票を
購入する必要がなくなる

• 月末の締め作業がなくなることで、ケアリッツでは500万／月の事業
所でサービス提供責任者の事務に関して約50時間／月の事務
作業が削減

• 状況によっては事務員の作業軽減によるコスト削減効果も期待で
きる

• 事務側で行っている、記録票の入力作業、請求ソフトから作成
した提供票と記録票から作成した手書きの提供票の読み合わ
せ（確認作業）、の2つの作業が不要となる

• 1事業所あたり1人の事務員がいなくても、運営が可能となる
• 作業が減った結果、これまでより早くケアマネジャーに対して実績
送付を行うことができる

項 目
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生産性向上❶記録・請求業務の電子化 (6)システム導入の費用対効果試算

かかる費用とそれによる効果を試算した結果、圧倒的にメリットが大きい

費用の試算

• システム開発費用; 約7000万円
• 要件定義(15人月)＋設計フェーズ(20人月

)+プログラミング(20人月)+テストフェーズ(15
人月) = 70人月

• 単価を1人月100万として試算(外注した場合)

• 導入にかかる費用; 300-500万円
• 事業所の責任者への説明会、スタッフへの周知

、問い合わせ対応などを想定

計; 約7500万円

実際にはケアリッツで内製している
ため、約4000万円程度のコスト

※システムの大規模な改修作業は4年は無く、その間に会社規模が60億→80
億→100億と成長すると仮定

• 人件費の削減と売上アップ額; 5億円
• 現場での締め作業; 500万/月の事業所で50時間の

事務作業が削減可能。全社では5000時間/月の事
務作業が削減され、そのうち半分の時間、現場作業が
できるとすると、2500×4000円/時間=1000万/月だ
け、売上拡大が可能→4年では、4.8億円のインパクト

• 本社での請求作業; 請求業務に従事していた本社事
務スタッフが8人中2人分の作業が無くなった為、今後3
年間を考えると9人分(1人300万/年)程度の人件費
削減→0.27億円のインパクト

• 消耗品等の削減; 紙・印刷代・場所代などは1000万程度

計; 約5億円

効果の試算
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【各事業所】
ケアリッツ●●

【サービスサポートセンター】

▼転送設定
「無条件転送」と
「無応答転送」の
2パターン

➢ 事業所にかかってきた電話が、コ
ールセンターへ自動転送される

➢ コールセンターが5コール以内に
出なかった場合、事業所の管理者
携帯へ転送される

利用者

ケアマネ

スタッフ

【管理者】

9：00～18：00

※留守番電話が設定され
ている

※管理者が電話対応でき
ない状況の場合に設定

【イレギュラー】
エリア
マネージャー等

【管理者】 【イレギュラー】
エリアマネージャー等

18：00以降、年末年始

※管理者が電話対応できない
状況の場合に設定

※留守番電話が設定さ
れている

生産性向上❷コールセンターの構築 (1)コールセンターの概要

訪問介護事業所で勤務する事務員は、請求業
務の他に電話応対に従事することが一般的

電話応対もICT化することで、事業所に事務員

を配置しないで事業所運営が可能

• 他社システム(CTI)と自社システム(メール送信機能)を組み合わせて構築
• コールセンターの職員も当社社員であるため、各事業所で作成された各スタッフの訪問予定
表や顧客情報も閲覧可能。スタッフの状況を把握したうえで応対が可能
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生産性向上❷コールセンターの構築 (2)コールセンター活用によるメリット

各事業所での主に
管理者・サービス提
供責任者の事務負
担軽減

コスト削減・サービス
提供可能時間増加

各事業所での主に
管理者・サービス提
供責任者の心理的
負担軽減

詳 細

• 電話応対に加え、付随して発生する連絡調整業務（例：「本
日のサービス開始時間を遅らせてほしい」との連絡だったため、本
日訪問する予定のヘルパーに開始時間の変更連絡を行う）の
一部もコールセンターで実施することができ、業務の切り分け（現
場の事務負荷軽減）につながる

• 事業所のスタッフ（管理者・サービス提供責任者・訪問介護員）
が電話応対にかかる時間を大幅に削減することで訪問介護業務
に専念でき、より多くの時間、訪問介護サービスを提供することがで
きる

• 介護事業の場合、電話相手が認知症の高齢者で、30分ほど
話が続いてしまうことや、認識違いの苦情を受けることもある

• 応対専門のコールセンター職員が対応することにより、現場職員
の心理的負担軽減にもつながる

項 目
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地方における在宅介護現場での
生産性向上好事例
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つるかめグループ17の事業

天童デイサービスセンター つるかめ
天童デイサービスセンター となりのつるかめ
デイサービスセンター わらうつるかめ
介護予防センター 歩くつるかめ

特別養護老人ホーム つるかめの縁
グループホームつるかめ

ショートステイ お宿つるかめ
ショートステイ つるかめの縁
小規模多機能 いこいのつるかめ
居宅介護支援事業所 つるかめ

【通所介護施設】

【居宅・短期入所等】

【入居系施設】

株式会社つるかめ・社会福祉法人つるかめ・株式会社エミオン

デイフィット たび空
（高齢）通所介護・予防通所
（障害）自立訓練(機能訓練)・生活介護

【共生型施設】

【薬局事業】
おりづる薬局（山形市・天童市・オンライン）

【教育・人財事業】
介護福祉士養成校 学ぶつるかめ
エール事業協同組合（外国人監理団体） 20



つるかめでは、以下の４点を重点的に取り組んでいます。

① 介護職員の負担を軽減し、業務効率をあげるだけではない取り組
みの促進

② 教育レベルの向上と脱属人的教育の徹底
③ 事故リスクの軽減と利用者サービスの質の向上
④ 独自開発の「６０項目の生活課題改善メソッド」で暮らしの継続を

独自の自立支援ケアを実践し「生活課題を改善し、介護度の維持改善を
行う」ことを目的に10年の歳月をかけて開発したエビデンスのある生
活課題改善メソッドを作成しました。
職員の経験年数や資格に頼らず、ケアプランに基づいた効果的な機能
訓練が一人ひとりの生活課題別にアプローチできることで、介護認定
の軽減へ導き、 持続可能な介護保険制度の実現に向け社会保障費の
削減を目指すところまで実践するのが「つるかめが考える介護DX」だ
と考え、実践しています。

“つるかめ”が考えるDXとは 
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課題① デイサービスは慢性的な残業状態

デイサービスにおいては、一部の職種が慢性的な残業状態が課
題となっている。

特に計画書に携わる職員(相談員、機能訓練指導員)の時間外が目立つ。
これまでは人員基準より若干名多い人数を日々配置してきたが、採用費用の
掛かり増しや、物価高騰の影響で利益率が大幅に低下、持続可能な事業所運
営を行う為に、人員基準に合わせた職員配置を行う必要がある。

✓ ムリ・ムダ・ムラを明確化する為に委員会を設置、通所介護事業所ならそ

れぞれの事業所の業務の進め方や所要時間を比較し、日課や職員の役割

の見直しを行った。

✓ 同じ事業形態の事業所同士、業務内容を比較するのは有効であり、サー

ビスの質の向上に対しての気づきもあった。

✓ クラウド型記録ソフトの導入と手書きの記録からタブレット入力へ、計画

書作成補助システムや音声入力システムを導入することで時短に成功。
22



使用している機材の一部

事業所の課題に合わせてソフトや機材を選定す
ることでムダが発生せず、効果が出やすい 23



課題② 人材育成・教育に時間を割けていない

人材育成・教育はサービスの質の維持向上、均一化には不可欠だが、限られた
時間内で尚且つ業務時間内に全員に同じ教育研修を実施することは不可能。
しかし、人材育成・教育はサービス維持向上の根源であり、機器導入と並行し
て重要視しているため苦慮していた。

✓ OJT、法定研修は各施設にバラつきがあり、それが原因とも言える離職

もあったため、属人化しないOJT実施の為の指導者リスト、マニュアルに

紐づいているチェックリストを独自で作成し、指導者、指導を受ける側の

双方で確認できるマニュアルと共に作成した。

✓ 階層別研修や法定研修もこれまでは資料作成や台本作成などの準備に

年間６０時間ほど掛かっていたが、オンライン研修システム(弊社で監修協

力)を導入することで、準備時間を１０分の1に大幅に削減でき、子育て世

代や短時間勤務の職員などが研修に参加しやすくなり、専門教材を使用

することで理解度も上がっている。
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つるかめ新人研修マニュアルから抜粋

チェックリストの表紙
「3ヶ月で覚えてほしい」
事は何かを法人として統一

その詳細なチェック項目

必ずリンクする

このマニュアルに基づきOJTを
し、『できる』ようになった
かを確認する。
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内部研修のDX化による準備負担の軽減と参加者増が実現！

【従来の研修準備】

研修内容検討・計画

研修施設/担当者の決定

研修内容の調査/学習

研修資料作成

研修動画制作

動画配信

研修内容検討・計画

研修施設/担当者の決定

研修内容の調査/学習

研修資料作成

研修動画制作

動画配信

動画の中から選ぶだけ

動画を見て学習

印刷してレジメ代わり

   年間

60h →

【改善点】
・計画立案時間が削減された
・資料作成時間の大幅短縮
・動画制作時間の大幅短縮
→ 作業負担を大幅に軽減し、質の高い

研修が無理なく続けられている

【DX導入後の研修準備】年間

6h

準備時間
【導入前】
1回あたり150分
【導入後】
1回あたり15分程度に

【問題点】
・全員参加は勤務上難しい
・子育て世代職員は参加が難しい
・研修動画の配信までの時間がとても
かかっていた。

→ PCスキルの差で準備時間がバラつく 26



使用しているサービスの一部

研修動画が数百本

法定研修だけでなく

ケアの質の向上が

グループ内で共通の

教材を使用することが

有効。資料や電子書籍

も読めるサービス
27



課題③ 転倒事故が減らない

どんなに対策を講じても事故報告書の件数が減らない。特に居室内での転倒

が多く、転倒は場合によっては骨折になり入院となってしまうケースもあるた

め経営上のリスクも大きいことが課題となっていた。

✓ 転倒を防止する為にはどうして（どうやって）転倒したのかを検証するこ

とが重要である。未然に防ぐ目的と事故が起きてしまった場合の検証が

できるよう見守りシステムとプライバシーに配慮したカメラを導入した。

✓ 睡眠や離床を見える化できるシステム（まもるーの）を導入したことで、夜

間の安眠を妨げないケアを実践でき、日中の覚醒状態が良くなって活動

性が上がり機能訓練の効果も出やすくなった。

✓ その結果、睡眠改善が日中のフラつきや精神面での好影響で転倒リスク

も軽減している。

28



使用している機材の一部

カメラやセンサーなど様々な機器が
アセスメントで個人ごとに追加利用ができる

29



見守りシステムを活用する
ことで得られている「成果」

 

①ぐっすり睡眠時間の拡大 

②減薬 （眠剤や安定剤の減薬） 

③日中の居眠りが減った 

④日中の活動性が上がった 

（ふらつきが軽減し転倒件数が
減少、運動にも意欲的になった） 

⑤夜間、不必要な覚醒がなくなった 

ことで翌朝すっきり起床 

⑥認知症状の緩和 30



課題④ 自立支援型機能訓練への課題感

機能訓練が画一的で職員のレベルによって、利用者の満足度もバラついてい

た。どちらかというとレクリエーション寄りの機能訓練になっており、満足な成

果を得られにくい状態になっていた。

✓ 介護保険の認定調査項目を細分化して利用者の抱える生活課題を抽出し

ていくと約60個の生活課題や自宅での暮らしの継続を行う為に必要な

項目が見えてきた。

✓ そこから60個を１つの項目(例:入浴)毎に作業分析(動作分析)を行い、

更にはその動作1つ1つを改善する為の運動プログラム、メニューを紐付

けすることで、理学療法士や作業療法士でなくても、介護職員がリハビリ

職と近い訓練を提供でき、新卒の学生でも介護度改善に繋げられるプロ

グラムを作成した。

✓ それをクラウドシステムにすることで、どのサービス事業所でもタブレット

を見ながらやモニタに映して訓練ができるようになった。

31



生活課題改善プログラム「つるかめメソッド」
つるかめメソッドは、リハビリ特化型デイサービスが開発した自立支援メソッドです。介護保険の認定調査項

目以外にも、生活や趣味活動など幅広くアプローチできるよう、生活課題などを可視化することで「なりたい

自分」に必要な運動や動きをイメージしやすくなるようにしたものです。改善プログラムは60種類、組み合

わせると500種以上あるので、その時々の状態に合わせたリハビリができます。

生活課題などを
可視化した表

32



全国介護事業者連盟による
介護・障害福祉事業者向けの
DX相談窓口の設置

産
業
化
の
推
進
・
生
産
性
向
上
に
向
け
た
事
業
者
の
横
断
的
組
織
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介護・障害福祉事業者による横断的（法人・サービス種別）組織体制

「産業化の推進」・「生産性向上の推進」を2大テーマとする。

当団体について

法人形態 一般社団法人
法人名  全国介護事業者連盟
設立年月日  2018年6月
本部所在地  東京都千代田区麹町4丁目
代表者  斉藤正行

介護・障害福祉事業者会員数 ： 5,855社 35,906事業所
※令和7年2月現在
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